
特定非営利活動法人 環境リレーションズ研究所

事業年度 令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日

(1)役員の報酬又は従業員の給与に関する規程

・従業員の賃金規程に変更はありません。

・役員報酬に関する規程に変更はありません。



特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人 環境リレーションガ研究所 事 業 年 度 02+ 4E 1E-03F 3fl 3E

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

な し

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

会費入会金収入 120,000 Fl

寄附金収入 146,818,383 H

補助金等収入 4,494,155 円

PresentTree事 業収入 2,637,483 円

受取利息 163 円

雑収入 2,298,427 円

円

円

円

円

円

円

円

円

合 計 156,368,611 円

劇L
:日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

円△
ロ 計

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

パイナップルフレーム 1,800円

スギ間伐材フレーム 5,000円

環のはしurushi(5膳 ) 6,000円

環のはしnatural(5膳 ) 3,000円

kinproオ ーナメント (リ ス・フクロウ) 510円

クリスマスオーナメント・星 1, 100 FI

クリスマスオーナメント・ハー ト 1. 100 H

アクセサ リ一ヽ・EARTH 14. 300 H

フ'ク ‐セ■ナリーーO GREEN
回

1■ 900:・

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

次ページ別紙参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円



(3)役務の提供に係る料金及び条件等

料金役務の提供の内容 条件等

プレゼントツリー業務晏託

霊配 画

ウルトラマン

雨□

甲斐

天塩

中川

くまもと山都

笛吹声川

みやぎ大崎 1,098

笛吹みさか 1,792

1,738

6,224

1,461

1,650

1,461

1,912

1,461

1,792



3 取引の内容に関す る事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取

引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付 した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

oo,ooo,ooo円 寄付金

7,876,000円 寄付金

6,550,510円 寄付金

6,056,100円 寄付金

4,932,000円 寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

〕6,525,729円 ア
゛
ハ
゛
イサ

゛
リー業務報酬等

4,775,278円 植林作業他

研究資金寄付

植林作業他

イベン トバスツアー費用

1,859,550円

1,738,000円

1,198,500円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 貸付資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万 円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

5 給与の総額等に関する事項|[⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

0人 o円



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

02. 6. 29

03・  3・ 31

3,750円

研究資金 1,859,550 H

円

円

円

円

円

円

円

円

1,863,300円△    ヨ■
口,      口 :

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が 200万 円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への

送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日]

実  施  日 使 途 金   額

。なし・ 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 特定非営利活動法人 環境リレーションズ研究所

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1}役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

役員数

(2■③

① ② ③ ④

区  分

④ 02年 4月 1肝Ю3年 3月 31日 5人 0人 0% 0人

⑥ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

申 調 時
人 人 % 人

割 合

④÷③

⑤

0%

%

%

%

%

%

(注 1)

0主 2)

各欄の人撫判よ 第3表付表1「役員の状況」から転記してくださし、

③及びЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33. 333・・・96-→  33. 396

ロ

各社員の表決権が平等である ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

健意1申D
・ 認定基準等チェック表 (第 3祠 :よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:ム 法第騎条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます.



ハ

項
口
日 ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

しヽ えヽ

はい

しヽ えヽ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行っている いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有・無

第3表 (″CD

∝意1事D
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

“

条第 1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)に記載した事項について、改

めて配載する必要はありません.

エ 3

注 意 事 項記 載 要 領項    目

区分欄の 口③」から輌◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に正会員の表決権 (又は議決

権)は平等に一票を与えると規定」のように記載しまづ■

① 「会計について公認会計士又ば監査

法人σ濫査を受けている」の [l力 上

に「Ω上堕型盪製こ:涎藝嚢朗書を添

付してくださ壼L
② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び恨簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の塑望型 に」OL
⊥丞:盪全LE:旦:L」箋:旦:羞量羞.2_」]量!墜i旦

)\ahJffi 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「◎」については、上記イに記載する各

期間 (輌④」から「◎」)を示したもので九

該:当す
・る一:方を「()」

・で囲み、ますЪ

なお、「④りから「◎りについては、上記イに記載する各

期間 (「④」から 口◎」)を示したものです。

二の各欄

○ 二において、噴整が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費洒り`明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。



法人名
特定非営利活動法人

環境 リレーションズ研究所
③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 5人

(1)最 も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数
0人

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数

0人

人 人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人

人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏   名 住  所 職 名 続柄等 就任・退任
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時

伊東敦子

(鈴木敦子)

理事
⌒
V

就任

15.9.8

金子篤史 理事 就任
○

Ｆ
Э

Ｏ

υ

６
０

相田一成 理事
○

就任

30.5.31

中村則仁 理事
○

就任

24.5.29

原元利浩 監事
○

就任

30.5.31



法人名 特定非営利活動法人環境リレーションズ研究所

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳

弥生会計使用

月 1回 10年
ルーズリーフ

弥生会計使用

月 1回 10年
ルーズリーフ

エクセル使用

都度 10年
)v*Ay -7

仕訳日記帳

現金出納帳

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(111己 111illl!::|:1:||lilヨ )

・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金1因駒、「出納 、「振潜個詢、:萌金出1闘日、「総勘定元帳」などのように記載します。

・ 「左の根簿等の形態」欄Iま、「単原」、町レ〒ズリーフ」、「装丁根簿」などのように配載します。

・ 『調帳の時期」欄は、晴椰キ」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。
口 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員罰日樹所雲割提出:日桐)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



書式第10号 (法第44条。51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初調D

法人名 特定非営利活動法人 環境リレーションズ研究所

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

有 ・ 無

申課罪寺日
【 ④ ⑮ ◎ ① ◎

有 ⑬

有 任有 ①

有 有 任①

項

有 。無 有 。無 有・ 無 有 ・ 無 有 。無

有 。無 有 ・ 無有 。無 有 。無

有 。無 有 ・ 無有 。無

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこオuこ反対するお舅助

特定にな職 の喉補者若しくは1公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申
.調

時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の機凪 当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特男llα汗1溢の供与の有無

有。① 有 。無 有 。無 有。無 有。無 有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別α禾l盟諺嶼与・の有無

有。① 有。無 有。無 有・無 有・無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特男llの禾1協皇の供与の有無
有。① 有 。無 有 。無 有。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有。① 有。無 有・無 有。無 有・無 有 。無

∝意事D
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)01吸 .び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて|よ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出:日E):こ記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 環境リレーションズ研究所 つ 爛

○5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

図回覧に関する細則 1は内測鋤 等があ利

'創

,ヨよ その細則 (拙配議ID等を添付してくださlヽ

同  意

① 事業報告書等 停業報告書、財産目録、貸f昔対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10月以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:割D
② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写υ

する しない

イ

ホ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源朦口:lの明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくはヨ況等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄鮒者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並酬こその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞ 万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② 海外への送金又は金銭の持出し(その金額が加0万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後la所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 5表 )

健意1申D
口 認定基準等チェック表第5表は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要が

あります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 認定非営利活動法人環境リレーションズ研究所

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

∝意|コQ
・ 法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

:よ 記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の配載の必要はありません。また、法

第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出出Dに 配載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

たッタ欄

特定非営禾1括載促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ③ ◎

有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④ ⑮ ◎ ④ ◎ 申 請 時

有 征 有 征 有 征 有 缶 有 征 有 ・ 無

O認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規樫割日川目Dの提出時に記載及

び添付する必要があります。



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 環境リレーションズ研究所 チェッタ‖田

認定、

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り

O

合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過,しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に連反したことにより、若しくは刑法 2餌 条等 G曰頸1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等 口回 2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

「

5 日から3
6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定り洋株l括颯法人が認定を取り消された場合又は仮認|1定陶∪拝新l括勘法人力渉認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定特定非

営禾1括動法人又は当該仮認定特定り諄沐1括勘法人のその業務を行う理事であった者でその取消し
有。①

の日から しない者の有無

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5
有 ①

年を経過しなし嗜・の有無

特定ブ樺折1歴醐醍進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有 ①

有

Eu\.( しヽ，

“ 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

lまい定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人3

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を盛獄昌

しない法人
はいC巨亜

=〕

滞
薇

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上饉4壼区る慶i壼駆屋園退菫ヨ墜望≧重望」睦量ヨ量L墨」囲囲□國壁E

(注 1)その他,の朝 肺 あ`る場合は、その他の事務所所在の滞融 玲 に係る納税証明書も添付すること

2)

lヵ 4ヽｒ
Ｏ 日から3年を経過しない法人

6 次のセ

イ はい ヽ

ロ はい


